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防災事業評価における被扶養家族のリスクプレミアムに関する研究 
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１．はじめに 

 現在我が国では，経済の再生に向けた取り組みが各

分野で進められており，中でも，公共事業評価につい

ては，その改革に積極的に取り組んでいる．しかし，

防災事業評価では，未だに精神的被害，リスクプレミ

アムなどの，貨幣換算することが困難な項目について

は，便益として評価されていない． 

 よって，本研究では，リスクプレミアム，特に未だ

推定されていない被扶養家族のリスクプレミアムに着

目する．防災事業により便益を享受する者は，扶養者

だけでなく，その扶養家族も含まれる．財産的被害は，

世帯全体のものが計測されるが，精神的被害について

は，世帯主のもののみが計測されることが一般的であ

る．したがって，扶養家族のリスクプレミアムも算定

し，事業評価の便益として考慮するべきであると考え

られる．本研究では，大学生を対象とした CVM 調査

を行い，被扶養家族のリスクプレミアムを推計するこ

とを試みる． 

２．既存の研究事例について 

2-1 保険市場データによる推計事例 

リスクプレミアムを測定する手法として，保険市場

データを用いて，損害保険のマークアップ率（保険料

収入/支払い保険金）と保険加入率を考慮して求める倍

率を用いて期待被害軽減額を割り増す方法がある． 

 湧川 1）は，保険に関するマークアップ率を保険会社

における近年の保険料収入と保険金支払額から算出し

ており，住宅総合保険で 1.92，特約保険で 2.78，両者

の合計で 2.02 となっている 

2-2 ＣＶＭによる推計事例 

藤見ら 2）は，京都府城陽市の住民を対象に，地震保

険の購入に関するアンケート調査を行い，災害リスク

のリスクプレミアムを計測した．1 年間で居住地にお

いて震度 7 の地震が起こる確率を 0.205％とし，震度 7

の地震が発生した場合，50％で全壊（1 世帯あたり被 

 

 

 

 

害額 1,000 万円），50％で半壊（同 500 万円），震度 6

強以下の地震では被害額 0 円とし，地震による損害が

完全に補償される保険に対する支払意志額を推計した．

推計結果は，期待被害額＝15,273（円/年・世帯）に対

して，支払意思額は 21,134（円/年・世帯）であり，1

世帯当たりのリスクプレミアムは 5,861（円/年・世帯），

リスクプレミアムの期待被害額に対する比率は

5,861/15,273＝0.38 である． 

３．アンケート調査の概要 

被扶養家族の災害リスクのリスクプレミアムを計測

するため，表 1 に記すようなアンケート調査を実施し

た． 

表 1 調査の概要 

調査内容 扶養家族のリスクプレミアムについてのアンケート
日程 2010年12月下旬

調査対象 宇都宮大学の学生
回収部数 130票

自分の帰省先の地域に，今後1年間の間に発生確率
　　　　　100分の1（1％）の災害が発生する可能性あり．

パターン1（自分への被害がある場合）
実家の被害額2,000万円
自分の被害額500万円

パターン2（自分への被害がない場合）
実家の被害額2,000万円
自分の被害額0万円

自分の保護者が，保険に加入していれば，今後1年間
の間に災害が発生しても，被害額が全額返ってくる．

パターン1（自分への被害がある場合）
自分の保護者がこの保険に加入する場合には，自分も今後
1年間で○万円を負担しなければならないとします．あなたは

　　　保険に入ることに賛成しますか？
パターン2（自分への被害がない場合）

1年間の負担が○万円なら保険に入ることに賛成しますか？

偶発事象の発生確率

架空の状況設定

被害額

WTPの質問

 

４．支払意志額の推計モデルと結果 

4-1 推計モデル 

新田ら 3）のグループド・データによる推計モデルを

参考に，以下の方法で推計を行う． 

個人 i の支払意志額 iT が式(1)で表わられるとする． 

iiT  ln        (1) 

ここで，  は定数項のパラメータである．誤差項

は，平均 0，分散
2 の正規分布に従うものとする． 

支払意志額は以下のとおり最尤法により推計する回

答者の支払意志額の上限を UT ，下限を LT とし，支払

意志額 iT が上限と下限の間にある確率は 
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)Pr( UiL TTT  と表現される．ここで， 

)lnlnPr(ln)Pr( UiLUiL TTTTTT  となる 

ことから， )lnPr(ln   UiL TT が得られる． 

i の標準偏差 で不等号を控除することで式(2)が

得られる． 
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 ここで，
iz は標準正規分布に従う確率変数である．

標準正規分布関数をとすると，対数尤度関数は式(3)

となる． 
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 パラメータの推定結果より，支払意志額の平均値は

  2ˆˆexp 2  ，中央値は  ̂exp として推計され

る．なお， ̂ ，̂ は推定値である． 

4-2 推計結果 

4-1 で示した手法で，今回のアンケートにより得られ

た結果を表 2 に示す． 

表２ 推計結果 

平均値(円) 中央値(円) β σ

自分への被害あり 91,900 62,795 11.05 0.87
自分への被害なし 78,821 37,058 10.52 1.23  

 パターン 1 の質問時に，自分と保護者のリスクにど

のくらい重みをおいて支払意志額を決定したかを質問

した．その結果，平均値は，自分：保護者＝4.26：5.74

となった．これを用いて，分析した結果を表 3 に示す．

自分自身への被害額に対する支払意志額を dWTP とし，

保護者への被害額に対する支払意志額を pWTP とする． 

表３ リスク別のＷＴＰ算定結果 

ＷＴＰｄ平均値(円) ＷＴＰｄ中央値(円)

39,129 26,737
WTPｐ平均値(円) WTPｐ中央値(円)

52,771 36,058  

表４ リスクプレミアムの算定結果 

パターン1 ＷＴＰｄ平均値(円) ＷＴＰｄ中央値(円)

リスクプレミアム -10,871 -23,263
マークアップ率 0.78 0.53
パターン1 WTPｐ平均値(円) WTPｐ中央値(円)

リスクプレミアム 52,771 36,058
マークアップ率 0.26 0.18
パターン2 WTPｐ平均値(円) WTPｐ中央値(円)

リスクプレミアム 78,821 37,058
マークアップ率 0.39 0.19  

 pWTP のリスクプレミアムは，自分自身への被害額

が 0 円であるため， pWTP に等しくなることに注意さ

れたい． 

５．考察  

 表 2，3 の通り， pWTP の値に関しては，パターン 1

とパターン 2 で中央値がほぼ一致した．よって，保護

者の被害額に対するリスクプレミアムが，適切に推計

されたと考えられる． 

 マークアップ率に関しては，自分自身への被害額に

対しては，0.53～0.78 と 1 を下回る小さな値となって

おり，リスクに対する意識が低いことが推察される．

保護者への被害額に対しては，0.18～0.39 と藤見らの

計測結果と比較すると，世帯主が感じるリスクプレミ

アムとほぼ同程度の水準となっている．したがって，

被扶養家族のリスクプレミアムを計測することの意義

は大きい． 

６．おわりに 

 分析の結果，被扶養家族は自分自身への被害額に対

するリスクには楽観的であるが，保護者の被害額に対

するリスクには，世帯主とほぼ同程度の不安を抱いて

いると推測された． 

 したがって，防災事業が与える便益として，被扶養

家族のリスクプレミアムは大きなものであると言える． 

 ただし，本研究のアンケートは大学生を対象とした

ものにもかかわらず，被害額が膨大であるなど，想定

が困難であった可能性があり，データの信頼性につい

て改善の余地がある．また，実際に便益として考慮す

る際には，便益のダブルカウントに充分な注意を払う

必要があると考えられる． 
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